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プライムガーデン秦野 運営規程 

【介護予防特定施設入居者生活介護／特定施設入居者生活介護】 

 

 

（本規程の目的） 

第１条  この規程は介護予防特定施設入居者生活介護又は特定施設入居者生活介護（以下「特

定施設等」という）の運営にあたって、特定施設入居者生活介護利用契約（以下「利

用契約」という）第３条の規定により、事業の運営について重要な事項を定めるもの

であり、事業者がこの「運営規程」に従って事業の運営を行う事を目的とします。 

 

（運営の方針） 

第２条  特定施設等は、利用者（特定施設等の利用契約者をいう。以下同じ）に対し、利用契

約書第４条ならびに第５条に定めるサービスについて、利用者がその有する能力に

応じ可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう提供します。 

   ２ 施設が提供する特定施設等のサービスは、介護保険法令及び厚生労働省通知の内容

に沿ったものとします。 

   ３ 利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ち、必要とされるサービス提供に努め

ます。 

   ４ サービスの提供は、個別の介護予防特定施設サービス計画又は特定施設サービス計

画（以下「特定施設等サービス計画」という。）を作成し、利用者の同意のもとに実

行します。 

   ５ サービス担当者会議等において利用者の個人情報を用いる場合がありますが、知り

えた利用者及び家族の情報は秘密の保持に努めます。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条  事業所の名称及び所在地は以下に示します。 

事業所名称：プライムガーデン秦野 

     所 在 地：神奈川県秦野市名古木４０６番１ 

 

 

（従業者の職種・員数及び職務内容） 

第４条  特定施設等に勤務する従業者の職種・員数は添付の「重要事項説明書」の「職員体制」

に示します。 

     従業者の職種・職務内容は次のとおりとします。 

   １ 管理者      事業者の従業者管理及び業務の管理を一元に行います。 

   ２ 生活相談員    利用者又は家族等から相談に応じ、職員に対して利用者又は家



族の気持ちを代弁したり、関係機関との連絡調整等を行います。 

   ３ 看護職員     利用者の日々の健康状態をチェックし、保健衛生上の指導や看

護、服薬管理を行います。 

   ４ 介護職員     利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の

充実に資するよう、適切な介護及び必要な生活機能維持のための

レクレーションを行います。 

   ５ 計画作成担当者  利用者の意見を聴き、利用者に合ったケアプランを作成します。

また、サービス内容については、利用者に十分な説明をし、同意

を得るように説明します。 

 

（入居定員及び居室数） 

第５条  入居定員は６９名、居室数は６９室とします。 

 

（特定施設等のサービス内容） 

第６条  特定施設等における「介護保険給付対象サービス」と「介護保険給付対象外サービス」

の内容は重要事項説明書に添付されている「介護サービス等の一覧表」に示します。 

 

（利用料及びその他の費用の額） 

第７条  特定施設等の利用料、その他利用者が負担する費用の額は当該有料老人ホームの管

理運営規程の内「月払い費用及び使用料一覧表（別表Ⅴ）」に示します。 

 

（介護居室を移る場合の条件および手続き） 

第８条  原則として入居後の住み替えはありません。例外として、入居後の心身状況、他の入

居者への対応状況により、必要となった場合には、入居者及び身元引受人に相談・同

意の上、居室移動をお願いする場合があります。 

 

（施設の利用にあたっての留意事項） 

第９条  施設の利用にあたっては、当該有料老人ホームの管理運営規程の内「居室等の使用細

則（別表Ⅰ）」、「共用施設等の利用細則（別表Ⅱ）」等に従って利用して頂きます。 

 

（緊急時等における対応） 

第１０条 利用者の心身の状況に異変その他、緊急事態が生じたときは、主治医又は協力医療機

関に連絡をとり、適切な対応を行います。 

【利用者の状態が重度化した場合の指針内容】 

プライムガーデン秦野は、心身の特性を踏まえ、その有する能力に応じた自立生活を

支援するための介護を行う施設です。その為、医療行為の必要な状況では、医療機関

に入院し治療を受ける事になりますが、ご利用者の意見を確認し、身元引受人の意見

を聴いた上で、身体状況が重度化した場合においても、協力医療機関の医師又は担当



医の指示のもと、施設内において法に基づく対応可能な範囲で日常生活を送ることが

出来るものといたします。 

 

   ご入居者の慢性疾患急変時の対応、急病時・緊急時の対応としては、利用者の日常の健康

管理記録や疾病等の記録を考慮したうえ、下記の通りとします。 

  １ 看護・介護職員が一時対応にあたります。 

  ２ 必要に応じて協力医療機関または地域（近隣）医療機関の医師と連絡をとり必要な指示

を仰ぎます。 

  ３ 看護職員の判断又は主治医の指示により、救急車で医療機関に搬送いたします。この場

合、プライムガーデン 秦野の職員が付き添い、必要な利用者の情報を医療機関に提供

いたします。 

  ４ 看護職員又は介護職員から施設の責任者へ連絡を行います。 

  ５ 看護職員、介護職員または生活相談員より予め届けられている身元引受人または緊急

連絡先へ連絡を行います。 

  ６ 身元引受人または緊急連絡先が急ぎかけつけられない場合には、利用者の状態を定期

的にご連絡いたします。 

  ７ 医療機関との情報交換を図りながら連携し対応いたします。 

【終末医療・医療拒否に関する指針内容】 

   終末医療・医療拒否の申し出が別にある場合には、利用者本人の意思を確認し、身元引受

人又は、法定後見人と十分な協議のうえ個々の対応を行います。終末医療、医療拒否の協

議内容は書面として個別の記録を作成し、万一の場合には、その書面に沿い対応いたしま

す。 

【身体拘束について】 

   サービス提供にあたり、利用者は安全確保のため緊急やむを得ない場合や医師の指示が

ある場合を除いては、いかなる抑制も受けることはありません。 

「緊急止むを得ない場合」とは下記の①～③のすべての要件に該当する利用者について一般

介護手法ではそれぞれに想定される介護事故を回避することが困難である場合をいい、一

時的な措置として身体拘束を行わざるを得ない場合を指します。 

  ①切迫性  ：利用者本人またはその他の利用者の生命または身体が危険にさらされる可

能性が著しく高いこと。 

  ②非代替性 ：身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。 

  ③一時性  ：身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること。 

  上記に該当する場合は下記の事項を含む内容を文書で記録します。 

  （イ）現状について 

  （ロ）これまでの介護経過 

  （ハ）一般の介護手法ではその対応が困難な理由 

  （二）今後の方針 

  （ホ）具体的な身体拘束の内容とその時間 



  （へ）利用者の心身の状況 

  万が一身体拘束を行うにあたっては次の通りとします。 

  （イ）上記①に想定される介護事故の回避が図れる最低限の手段を範囲とする 

  （ロ）QOLの維持に努める具体的対策を設けたケアプランを策定する 

  （ハ）実施時間においては定期的に状態を記録する 

  （ニ）設定時間以前であっても状態が改善した場合には速やかに通常の対応へ移行する 

 

（非常災害対策） 

第１１条  非常災害が発生した場合、「防災計画」に従い、利用者の避難等について適切な処

置を講じます。 

    ２ 非常時に備え、定期的に地域の協力機関と連携を図り、避難訓練を行います。 

    ３ スプリンクラー、自動火災報知機、避難階段、誘導灯等の防災設備は法令に準拠し

ています。 

 

（その他運営に関する重要な事項） 

第１２条  その他運営に関する重要事項として、利用契約において事業者の守秘義務、損害賠

償義務、苦情処理等について規定し、これらに従った対応を行います。 

    ２ この規程に定める事項の他に、指定特定施設等のサービス提供上で重要な事項が

生じた場合には、事業者はその都度適切な対応を図り、利用者保護の観点に立って、

問題解決にあたります。 

    ３ 問題の対応策又は対応効果については、運営懇談会等において説明し、利用者の理

解を得るように努めます。 

    ４ 事業者は、従業者の資質向上のために研修の機会を次の通り設けるものとする。 

（イ） 採用時研修 採用後１ヵ月以内 

（ロ） 継続研修  年１回以上 

    ５ 従業者は業務上知り得た入居者又はその家族の秘密を保持する。 

    ６ 従業者であったものに、業務上知り得た入居者又はその家族の秘密を保持させる

ため、従業者で無くなった後においてもこれらの秘密を保持する旨を、従業者との

雇用契約時に「秘密保持に関する誓約書」を説明し、同意を得る。 

 

附則  この規程は、平成２６年１０月１日から施行します。 

    この規定は、平成２８年 ４月１日から施行します。 

    この規定は、平成３０年 ６月１日から施工します。 

    この規定は、令和３年 ５月１日から施工します。 

この規定は、令和５年 ６月１日から施工します。 

 


